
 

令和６年度事業報告 
 

１．変動する漁海況・市況への対応 

地球温暖化に伴う地球規模の環境変動のもとで黒潮大蛇行が継続し北部太平洋等の

沖合を中心に高めの水温が続くとともに、主要魚種の分布・回遊が変化し不漁が長期化

するなど、我が国周辺の漁海況は大きく変動している。また、長期化する円安基調や国

際紛争の影響による輸入水産物価格や燃油価格の高止まり、国内水揚量の減少などを反

映して水産物価格は引き続き高めで推移している。このような不安定な経営環境におい

て、当センターの漁海況・市況に関する情報サービスの重要性は増している。 

当センターでは漁海況情報の精度と利便性の向上を図るための各種取組を進めると

ともに、省エネ・操業効率化に貢献する「エビスくん世界版」の本格運用を当年度より

開始した。また、全国主要港の水揚情報を提供している「おさかなひろば」については、

より消費者に近い川下の流通関係者への利用拡大に必要となる取組を進めた。 

一方で、沖合域で操業する漁船数の減少や外国水域での調査が困難な状況となってい

る課題に対応するため、協力漁船数の確保や水揚地からの情報収集に一層注力するとと

もに、人工衛星情報の収集体制強化や海洋数値モデルの運用改善、商船データの活用な

どにも取り組んだ。 

 

２．水産業のスマート化・デジタル化への対応 

全国の産地市場や漁協の販売管理システムからの水揚情報等を一元的に収集するシ

ステムの円滑な運用等を水産庁や都道府県の指導を受けながら適切に行うとともに、収

集されたデータを資源評価や管理に活用するための処理システムの構築について、当セ

ンターのこれまでの経験やノウハウを活かして取り組んだ。 

今後のスマート水産業の推進に不可欠となるデータ連携システムについては、水産庁

が進める養殖施設等に設置するスマートブイネットワークの円滑な運用、データ利用ガ

イドラインの普及に取り組むとともに、水産振興に貢献する新規ビジネス創出などの多

様な利活用を検討した。また、水産業スマート化の先駆け「エビスくん」については、

漁船や産地市場等のユーザーと連携協力して情報連携プラットフォームとしての活用

にも取り組んだ。 

 

３．沿岸域の漁海況情報ニーズへの対応 

地球温暖化の顕在化や養殖業の振興、カーボンニュートラルの取組の一環としての洋

上風力発電やブルーカーボン活用の動きにともない、沿岸・内湾域を対象とする漁海況

情報に対するニーズが大きくなっており、当センターは、沖合と沿岸・内湾域の漁況の

連結を主眼に、引き続き会員への必要な情報提供を行った。さらに養殖業への利活用も

視野に、沿岸・内湾域を対象とした漁海況情報サービスを拡充するため、具体的なニー

ズの把握や情報提供の方法について検討を進めた。 

特に、気候変動観測衛星「しきさい」による高精度な水温、水色データは、有害赤潮

等の発生把握等に有効であることから、関係都道府県の試験研究機関等や養殖業関係者

との意見交換を行い現場実装に向けて重点的に取り組んだ。 



関連して、人工衛星情報や現場観測データの統合的な利用促進を目的とした会員都道

府県担当者を対象としたＧＩＳ（地理情報システム）研修について、必要に応じてＪＡ

ＸＡ（宇宙航空研究開発機構）をはじめとする関係機関と連携しながら拡充・継続して

取り組んだ。 

 

４．連携強化と技術基盤の拡充 

水産・海洋関係の情報ニーズの多様化や高度化に対応するとともに、情報の利活用を

促進するため、水産分野にとどまらず他分野の機関・団体とも連携して水産・海洋情報

の利用促進について普及・啓発に取り組んだ。加えて、職員のＯＪＴ（現任訓練）や内

部及び外部の研修を通じて、当センターのデータサイエンスに関する機能の拡充や情報

セキュリティの向上に取り組んだ。 

 

５．セキュリティ・品質に関するマネジメント資格の維持 

国際規格である情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）と品質マネジメ

ントシステム（ＱＭＳ）の当センター資格について、審査機関からの必要な審査を経て

これらを維持した。 

 

Ⅰ．情報提供事業（自主事業） 

１．水産情報事業 

海域別漁海況情報のうち、日本周辺漁海況情報、道東太平洋海域の漁海況情報は、令

和５年度から運用を開始した漁海況情報提供システムで情報提供を行った。東北海域、

中西部日本海、九州沿岸域の各漁海況情報はこれまでと同様、ＦＡＸで提供を行った。

魚種別の漁況速報のうち、サンマについては漁海況情報提供システムで情報提供を行

った。アジ・サバ・イワシについてはＦＡＸで情報提供を行い、３月 17日より漁海況

情報提供システムで情報提供を行った。 

なお、スルメイカ漁況・市況情報については、スルメイカ資源の大幅な減少に伴う漁

獲の低迷等により、速報の内容が「おさかなひろば」によるものと差異がなくなってお

り、速報の意義が薄れていること等から、対象魚種の漁獲状況の変化等に応じた業務の

効率化を図るため、令和６年８月１日以降、速報の発行を休止した。 

また、一部速報については、情報内容の活用状況についてのアンケート調査等を行い、

より使いやすい情報内容となるよう検討を行った。さらに、現場のニーズに応じて新た

な魚種を対象とするために必要な検討を開始した。 

漁況情報データベースの充実を図り、毎月、主要魚種の漁海況の特徴についての取り

まとめを作成提供したほか、年１回、我が国周辺の漁海況の経過と特徴についてまとめ

たものを提供した。 

また、漁海況のトピックス、当センターの技術開発や情報サービスの概要を紹介する

ためのオンライン技術情報誌ＪＡＦＩＣテクニカルレビューを刊行した。 

 

２．流通情報提供事業 

主要な産地及び消費地市場での魚介類の取扱数量、平均価格等の情報を提供してい

る会員制水産情報サービス「おさかなひろば」について、データの細密化に加え、トピ



ックス、写真情報「浜だより」等の内容を充実することにより、総合的な情報の充実を

図った。主要魚種の不漁や魚価の高止まり等により消費者の魚離れが進むなか、川上か

ら川下に至る業務の効率化・多角化や経営の安定化・活性化へ向けて、水産業界のみな

らず広く消費者等への利用拡大に取り組んだ。 

 

３．海洋情報事業 

さまざまな人工衛星データをリアルタイムに収集、解析し、さらに漁船から収集した

航走水温データも統合して、毎日の高精度な海況日報を作成し提供した。 

世界の海況図を作成し、日本かつお･まぐろ漁業協同組合等の協力を得て、共同通信

社から気象ＦＡＸやインターネット等により世界中の我が国遠洋漁船に配信した。 

会員サービスとして、都道府県水産試験研究機関のホームページ向けに実測現場水

温で補正した高精細な水温図やその数値データのほか、処理済みの各種人工衛星デー

タを提供した。沿岸漁業者や正会員都道府県向けに運営している「ＪＡＦＩＣ携帯サー

ビス」「会員向け携帯サービス」の提供も実施した。また、正会員である一都五県で発

行している海況日報を作成するため、補正済みの人工衛星データの提供や迅速な発行

への協力を実施した。 

「エビスくん」について、漁業者のニーズに応えるため、さまざまな種類の人工衛星

データや実測データをリアルタイムに収集、解析するとともに、迅速な提供のため自動

化処理等の改良を実施した。さらに、漁業種類や海域に見合った情報のカスタマイズや

サービス機能のパッケージ化を進め、使い勝手の良い情報サービスの実現を目指した。

また、ＡＩ等を利用したアカイカ、サンマ、カツオ、ビンナガの漁場予測について、精

度向上のための技術開発を推進した。 

「エビスくん世界版」について、遠洋まぐろはえ縄漁業者のニーズに応えるため、世

界中のさまざまな人工衛星データをリアルタイムに収集、解析し、サービスを本格的に

開始した。 

 

４．システム企画事業 

漁海況情報作成に必要な人工衛星データや船舶観測データなど、環境データの収集

及び解析、当センターで作成したコンテンツ配信、これらをＧＩＳベースで一元的に行

うデータ収集配信システム構築を推進した。また、有害赤潮監視をはじめとする養殖業

への活用を念頭に都道府県水産試験研究機関等や養殖業関係者と協力してスマート水

産業に対応したデータ連携の実装に向け取り組んだ。 

正会員都道府県水産試験研究機関を対象としたＧＩＳの研修会を引き続き実施した。 

当センターの展開する漁海況情報サービスに合致した海洋数値モデルの開発をさら

に進め、その利用の検討を行った。 

スマート水産業の実現に不可欠なデータ連携を推進するため、ブイ等海洋観測デー

タ、衛星データ、その他水産に関わる各種データの連携の可能性について検討するとと

もに、その利活用の拡大と活性化についても「水産分野におけるデータ利活用ガイドラ

イン」（令和４年３月、水産庁）を踏まえて適切に進めた。併せて、クラウドコンピュ

ーティング、ネットワーク環境の整備を進め、現在のテクノロジーに適合した新たな当

センターのネットワーク構築を推進した。 



 

Ⅱ．国庫補助事業 

１．人工衛星・漁船活用型漁場形成情報等収集分析事業（継続） 

漁場形成・漁海況予測の精度向上を図るため、人工衛星を活用した表面水温及び植物

プランクトンの分布情報の収集・分析を行った。協力漁船による上層から下層に至る水

温の自動観測行うとともに、入港漁船等から漁場位置、漁場形成、漁獲状況、海況情報

等を収集したほか、近年の地球温暖化による水温上昇等に伴う出現魚種の変化を把握

した。引き続き近赤外線を利用した簡易・迅速で高精度な粗脂肪量の測定法の開発と検

証を進めた。さらに、フェリーや商船からの海況情報の利用を図った。 

令和６年度は、全国各地からの各種漁海況情報の収集体制強化を進めた。また、各地

に配置した調査員により、市場全体の水揚状況について写真等による迅速な情報収集

を強化し、各市場において出現する特異な魚種について、サイズ及びおおよその水揚量

を把握した。本事業の成果を、水産庁及び資源評価を行う機関に提供することにより、

資源評価・管理に貢献し、漁場形成・漁況の分析と予測を通じ、不漁要因の解明と対策

立案に資することを目指した。 

 

２．ＩＱ導入に向けた取組支援事業（継続） 

ＩＱ方式又はＩＱ方式と他の管理方式を組み合わせた管理措置の効果の検討や、導

入に向けた課題の抽出と改善方策を検証することを目的として水産研究・教育機構、漁

業団体の共同事業体（以下「ＪＶ」という。）に参加した。当センターは、大臣許可漁

業における漁獲量や操業に関する情報を迅速に把握、共有する仕組みについて、漁業現

場での実際の手順とその改善点など、聞き取り調査を踏まえた分析を実施した。また、

令和６年度は、水産研究・教育機構の研究者とともに職員をフランスへ出張させ、ＥＵ

圏内の資源管理方法や漁獲情報の収集システムについて調査した。 

 

Ⅲ．国庫委託事業 

１．水産物流通調査事業（継続） 

漁業者等を含む水産関係者が水産物の動向に関する情報（水揚量及び卸売価格等）を

活用し、国等が必要に応じ使用する外国漁船の入漁料及び各種事業の効果算定等の基

礎資料とするため、全国の水揚量及び卸売価格等を継続的に収集・整理する事業につい

て、当センターが受託して実施した。 

 

２．水産資源調査・評価等推進事業（継続） 

水産研究・教育機構、都道府県等と共同で受託し、次の事業を実施した。 

（１）我が国周辺水産資源調査・評価事業 

我が国周辺の資源評価を行うための基礎的なデータ収集及び各種調査を行った。

スケトウダラ、マダラ調査に加え、全国に調査員を配置し生物情報の収集体制を強化

した。さらに、漁船による海洋観測調査を継続し、調査や評価の充実を図った。漁場

形成・漁況予測を行う業務として、マサバ、スルメイカについて、漁期中における来

遊量を予測するモデルの開発を行ったほか、スルメイカ、マサバについては中短期予



報を行った。また、漁業者意見交換会（マサバ、イワシ、マアジ、スルメイカ）を開

催した。 

（２）国際水産資源事業 

サンマについて、漁業情報を用いた漁況解析を行い、漁期中における旬別に５旬先

までの来遊量予測や予報結果の普及を行った。加えて、漁業者意見交換会（サンマ、

カツオ）を開催した。 

 

３．操業管理・海外漁場情報活用事業（継続） 

責任ある漁業国・市場国として、カツオ・マグロ、サンマ等資源の持続的な利用を確

保するため、我が国カツオ・マグロ、サンマ等漁船の操業秩序の確保の観点から、当セ

ンターは、（株）キュービック・アイとＪＶを設立して受託・請負し、ＶＭＳ（衛星船

位測定送信機）を活用した操業管理を行うため、昨年度、ＭＡＦＦ（農林水産省）クラ

ウドに接続できるクラウド（ＡＷＳ）へ移行した関連システムの運営・保守を実施した。 

 

４．スマート水産業システム運用・保守業務（継続） 

改正漁業法では、水産資源の持続的利用に向けて、ＴＡＣによる管理を基本とした新

たな資源管理や資源評価の高度化のために、操業・水揚データをこれまで以上に大量か

つ迅速に収集していく必要がある。このため、当センターが代表機関となり関係企業と

ＪＶを設立して受託・請負し、漁獲情報等のデータの収集、分析、提供を行う「スマー

ト水産業情報システム」について適切に運用・保守を実施した。 

スマート水産業情報システムは、漁獲報告サブシステム、広域資源管理サブシステム、

漁船情報管理サブシステム、資源評価情報サブシステム、連携基盤サブシステムで構成

されている。収集したデータは、各サブシステムを連携させることで、水揚情報から漁

獲成績報告書やＴＡＣ報告への利用、さらに、資源評価への利用が可能となることから、

情報収集やデータ連携による効率化、データ連携に伴うセキュリティの確保などのシ

ステム運用・保守・セキュリティ対策を確実に実施した。 

 

５．令和５年度補正予算スマート水産業情報システム整備業務（新規、繰越） 

令和５年度にスマート水産業システム構築推進事業（請負）で当センターが代表機関

となり関係企業と設立したＪＶは、スマート水産業情報システムの機能強化の要件定

義・設計・開発及び各サブシステムの連携・統合に係る調査並びに付帯する本業務を受

託し、令和６年度へ繰越して実施した。主に、漁船情報管理サブシステムのＭＡＦＦク

ラウド対応の開発、水揚情報データベースに蓄積したデータを都道府県の承認により

水産庁や水産研究・教育機構の研究者が検索・閲覧できるようにする機能改修などを実

施した。 

 

６．船舶航跡システム（ＶＭＡＣ）に係る管理用端末及び船舶用端末の設置並びに導入・

保守・運用業務（継続） 

（株）キュービック・アイと当センターがＪＶを設立して受託・請負し、ＶＭＡＣを

運用した。このうち、当センターは、漁船に設置したＶＭＡＣ端末が不調の時、水産庁



からの指示により設置業者と協調した迅速な点検・交換、廃船に伴うＶＭＡＣ端末の撤

去等の保守業務を指定の工事業者と調整して実施した。 

 

Ⅳ．その他の委託等事業 

１．有害生物出現調査及び情報提供事業（継続） 

水産業・漁村活性化推進機構から当センターが受託し、我が国周辺海域に出現する大

型クラゲ等有害生物の沿岸域での分布状況を把握するため、道府県水産試験研究機関

等の協力による調査船を利用し、モニタリング調査及び海洋観測を実施した。また、漁

協や定置網事業者等からの出現状況の聞き取り調査を実施して大型クラゲ等有害生物

の出現状況の迅速な把握を行った。 

また、これらの情報を解析し、現況情報を配信したほか、水産研究・教育機構と協力

して予測情報も必要に応じて配信した。併せて、漁業者に役立つ情報を迅速に収集・提

供するための体制を整備した。 

 

２．海面水温観測調査事業（継続） 

一都三県水産試験研究機関（東京都島しょ農林水産総合センター、千葉県水産総合研

究センター、神奈川県水産技術センター及び静岡県水産・海洋技術研究所）から当セン

ターが受託し、東海汽船株式会社所属の「さるびあ丸」「橘丸」に水温収録・送信シス

テムを搭載し収集した水温データを同試験研究機関に配信した。 

 


